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Abstract: The article attempts to elucidate why incumbent leading standard setters lose their grounds 

through the knowledge spillovers of architectural knowledge in the surge of standardization. Incumbent 

leading standard setters (i.e., system manufacturers) are presumed to control innovations and interfirm 

divisions of labor by managing the architectural knowledge of the whole product system concerned. We 

conduct the analysis of patent forward citations on essential patents (SEP: Standard Essential Patent), 

which are declared linked with technology specifications, and proprietary patents in the mobile 

telecommunication industry. The data shows that by the citations of essential patents from incumbent 

leading standard setters, semiconductor suppliers attempt to build their proprietary knowledge mainly 

related to “interface” between telecommunication systems and mobile phones. Also the analysis result 

reveals that a major semiconductor supplier, Qualcomm, plays as a hub which accelerates the spillovers 

of architectural knowledge from leading standard setters to other innovators (i.e., semiconductor suppliers 

and emerging system manufacturers). These findings are expected to expand the debates of standard 

setters' knowledge management and provide managerial implications for practitioners.   
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1. はじめに 

本研究では、既存有力企業からコア部品サプライヤーへの技術の主導権1の移行プロセスを検討す

るために、既存有力企業のアーキテクチャ知識のスピルオーバーを明らかにする。従来の企業間分業

に関する議論では、システム・メーカーのケイパビリティ（能力）は、その「知識」にあると

考えられてきた (Conner and Prahalad, 1996; Grant, 1996; Kogut and Zander, 1996; Leonard-Barton, 

1992; Nonaka and Takeuchi, 1995)。システム・メーカーはシステムの構成要素間の関係を定める

アーキテクチャについての知識（以下、アーキテクチャ知識）を保持することで、サプライヤ

ー間の分業を調整し(Brusoni and Prencipe, 2001; Brusoni, Prencipe and Pavitt, 2001; Takeishi, 2001; 

Takeishi, 2002; 武石, 2003)、システムのイノベーションを推進する（Henderson and Clark, 1990; 

Henderson and Cockburn, 1994)。 

このように、企業間分業の調整を可能にするアーキテクチャ知識に、システム・メーカーの

能力は見出すことができる2。アーキテクチャ知識を保持することによって、システム・メーカ

ーはサプライヤーとの分業を調整しイノベーションを主導することで、技術の主導権を確保し

優位を築いてきたと考えられる。ところが、DVD やパソコンなど、エレクトロニクスや ICT

（Information Communication Technology）に関わる産業を中心に、システムの基本アーキテクチャ

が公開されるようになり、インテルなどの「コア部品サプライヤー」がシステム・メーカーの

代わりに企業間分業をコントロールすることが増えている（Shintaku, Ogawa and Yoshimoto, 

2006; Tatsumoto, Ogawa, and Fujimoto, 2009）。このように、コア部品サプライヤーがアーキテクチ

ャ知識を持つようになることで、技術の主導権がシステム・メーカーからコア部品サプライヤ

ーに移っている産業が増えている。 

技術の主導権がシステム・メーカーからコア部品サプライヤーに移ると、既存のシステム・

メーカーは「テクノロジカル・ハザード3」を受けるようになり、生存を脅かされかねない（de 

Figueiredo and Sturz, 2014）。サプライヤーの技術的な優位性（technological prowess）によって、

                                                       
1 本研究における技術の主導権とは、システム・メーカーが製品開発を行う際に必要とする問題解決の「権限（authority: Foss 

and Foss, 2009）」や「意思決定の権利（decision rights: Foss, 2011）」を指す。 
2 アーキテクチャ知識はシステム・メーカー内部の複数部門にまたがる知識であり、短期間には競合他社に模倣され難い。例

えば、トヨタ自動車の重量級プロダクト・マネジャー組織では、製品のアーキテクチャに対する知識にもとづいて、設計部門、

開発部門、生産部門、販売部門、そしてサプライヤーの間の調整を行い、競争力の高い自動車を開発してきた（Clark and Fujimoto, 

1991）。 
3 サプライヤーの「技術の主導性」以外に、サプライヤーのバーゲンニング・パワー（Contractor, 1980; Pisano, 1990; Argyres and 
Liebeskind, 1999）、サプライヤーの知識（Conner and Prahalad, 1996; Brusoni, Prencipe and Pavitt, 2001）、サプライヤーの能力

（Quinn and Hilmer, 1994; Jacobides and Winter, 2005）がメーカーとサプライヤーの企業間関係に影響を与える可能性があるが、

本研究では技術の主導権のみに注目する。 
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システム・メーカーの将来の技術と量産の機会が左右されるようになるためである（de 

Figueiredo and Teece, 1996, p. 545)。実際、多くの研究が、「オープン・プラットフォーム（Boudreau, 

2010; Boudreau and Hagiu, 2009; Eisenmann, Parker and Van Alstyne, 2008; Garud and Kumaraswamy, 

1993; Merges, 2008; Parker and Van Alstyne, 2008; West, 2003）」4や「プラットフォーム・リーダーシップ

（Gawer and Cusumano, 2002; 立本・許・安本, 2008）」に注目して、コア部品サプライヤーの戦略や事

業モデルについて検討してきた。しかしながら、システム・メーカーの技術の主導権がいかにコア部品

サプライヤーに移転されたのかは十分に理解されていない。 

エレクトロニクスや ICT に関わる産業で、コア部品サプライヤーが製品アーキテクチャに対する

技術の主導権を獲得するようになったのは、「技術の標準化」が進められてきたことが大きく影響してい

る（Shintaku, Ogawa and Yoshimoto, 2006; Tatsumoto, Ogawa, and Fujimoto, 2009)。標準化が進むなか

で、後発システム・メーカーを含むさまざまな企業が外部知識活用を可能にするネットワーク

（Argote, McEvily, and Reagans, 2003; Kogut, 2000; Reagans and McEvily, 2003)が生み出されてい

る。）こうしたネットワークの形成にともなって、能力を獲得したコア部品サプライヤーは、企業間

ネットワークにおけるハブとしてイノベーションをコントロールし、その利得を確保すること

ができる（プロパティ・ライツ）。このようなプロセスは、技術の標準化によって促進されると

考えられる5。 

  知識（能力）やネットワークの形成のプロセスを問うことは、それが生み出す結果について

問うことと同じではない（e.g., Argote, McEvily, and Reagans, 2003; 藤本、2003；Powell, White, 

Koput, and Owen-Smith, 1996）。なぜ、どのように標準化が進むなかでコア部品サプライヤーが技

術の主導権を確保できるのか、また、コア部品サプライヤーはネットワークの構造にどのよう

に影響を与えるのか。こうした動きに対して、企業（とくに既存のシステム・メーカー）がどのように戦

略的に対応すべきなのかを検討するには、知識の移転による技術の主導権の移行プロセスが明らかに

されなくてはならない。 

  本研究では、標準や特許を通じたコア部品サプライヤーへの知識の蓄積と、それによる企業間

ネットワークにおいて、いかに意図せざる知識のスピルオーバー（Fallah and Ibrahim, 2004; Jaffe, 

Trajtenberg, and Henderson, 1993）が生じるのかを検討する。より具体的には、まずアーキテクチ

ャ知識による技術の主導権についてレビューし、とくに標準化が進むなかでの技術の主導権の

確保とその喪失の可能性について論じる。そのうえで、標準化が進むなかでの知識のスピルオ

                                                       
4例えば、Boudreau (2010)の「携帯端末（handheld device）産業」の研究では、Palm が携帯端末のソフトウェア（コア部品）

である「グラフィカル・ユーザー・インターフェース、オペレーション・システム・カネール、ソフトウェア・ドライバー、

アナログ・デバイスの制御ユティリティ」をプラットフォームとしてオープンにするよりは、「ボードレベルの回路設計、工

業設計、テスティング」というハードウェアを外部企業にオープンにするほうが、携帯端末のモデル・リリース数に貢献して

いることを明らかにした。また、Garud and Kumaraswamy (1993)のワークステーション産業における Sun 対 Apollo の戦略の研

究では、Apollo が製品の非互換性というクローズド戦略を採用していたのに対し、Sun が他社に自社開発の Network File System

プロトコルのスペックを開示しながら、自社製の SPARC CPU をライセンスすというオープン戦略をとっていたことが示され

ている。 
5標準化が進めば、標準や特許を通じて、企業間にわたる知識の流れのネットワークが形成される。従来の研究では、既存の

企業間ネットワークにおける外部の知識へのアクセスを重視し、とくに特定の企業との緊密な関係を通じた知識移転が、企業

の能力獲得を促すことに注目してきた（Gulati, Nohria, and Zaheer, 2000; Reagans and McEvily, 2003; Tortoriello, Reagans, and 

McEvily, 2012）。これに対し、標準や特許を通じた知識移転とそれによる後発企業の能力獲得は、特定の既存の企業間ネット

ワークに依存せずに、より広く普遍的に生じうる。 
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ーバーによる技術の主導権の移行について、フレームワークと予測を提示する。続いて、アー

キテクチャ知識に関わる標準の仕様（技術規格書）と関連する特許を分析することで、企業間

にわたる知識の流れを明らかにする。この結果をふまえ、システム・メーカーの技術の主導権

がどのようにコア部品サプライヤーに移転するのか、そのプロセスについて検討を行い、示唆

を提示する。  

 

２．先行研究のレビュー  

  従来の研究では、システム・メーカーが、コア部品を含むシステムのアーキテクチャを決め、サプライ

ヤー間の分業を調整しながら開発を行うことが前提とされてきた。例えば、自動車メーカーは新しい自

動車モデルの仕様や性能を決めてから、まずコア部品であるエンジンやパワートレイン・システムなどを

開発している。その際には、自社で開発するエンジンと、各部品サプライヤーが開発するドライブトレー

ン、センサー、ECU（エンジン・コントロール・ユニット）などとの間で、スケジュール管理、課題への取り組

み手順、品質確保の方法、実験の手法、問題発生時への対応などを予め調整しながら開発を進めて

いる。このように、システムのコア・コンセプトに相当するシステムのコア部品が上位技術であり、下位技

術である周辺部品を規定する性質を持っている（Clark, 1985; Garud and Kumaraswamy, 1995)。システ

ム・メーカーはこうした性質を持つコア部品を内部化しながら、システムのアーキテクチャに関する知識

を保有することで、システム技術全体について主導権を保持してきた。 

  一方、標準化が進むことで、システムの基本アーキテクチャの公開が進んでいる。標準化は企

業間にわたる互換性や相互接続性を促すものであるため、システムの基本アーキテクチャを含

む技術の公開を要する。したがって、標準化を推進してきた企業であっても、コア部品を内製

化することだけによって技術の主導権を保持できるわけではない。こうした状況においては、

むしろオープンで活用が自由な製品全体のアーキテクチャの知識についての権利を保持するこ

とで、競合企業／サプライヤーの新規参入と企業間分業をコントロールすることが求められる

（David and Greenstein, 1990; Katz and Shapiro, 1986; Merges, 2008; Parker and Van Alstyne, 2008; 

West, 2003）。すなわち、いかにシステムのアーキテクチャを開放しながら、様々なサプライヤ

ーのアーキテクチャへのアクセスをコントロールするのかが重要である（granting supplier to 

access to the architecture）（Boudreau, 2010; Boudreau and Hagiu, 2009; Carlsson and Stankiewicz, 1999; 

Eisenmann, Parker and Van Alstyne, 2008; Gawer and Cusumano, 2002; Kende, 1998; von Burg, 2001）6。 

  標準に貢献し技術を公開しながらも、技術の主導権を維持することは可能である。システム・

メーカー同士やサプライヤーと標準化を進めるなかで（コンセンサス標準）、標準化を推進する

企業は、技術進歩を確認しつつ、自らの技術にもとづいてシステムのアーキテクチャを再定義

する。こうして自社技術を標準に反映させることで、そうした技術を用いた自社製品を他社よ

り素早く市場化することができる (Funk,2002; 2009; Garud and Kumaraswamy, 1993; Mansfield, 

1985)7。また、標準化に貢献した企業は、関連技術に関する権利（とくに知財権）を一定条件の

                                                       
6 例えば、企業は「ライセンシング・ポリシー」、「レファレンス・デザイン」などを通じて外部サプライヤーの製品のアーキ

テクチャをコントロールできる。 
7 Garud and Kumaraswamy (1993)によると、標準化を推進するシステム・メーカーは“learning by doing”を通じて新しい技術を

素早く理解することができる。 
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もとで確保し、技術進歩や企業間分業を主導することが可能である（Bekkers, 2001; Bekkers, 

Duysters and Verspagen, 2002, Bekkers, Verspagen and Smits, 2002; Bekkers and West, 2009）。このよ

うにすることで、標準化を推進するシステム・メーカーは、公開すべき知識と自社技術として

活かすべき知識（Blind and Thumm, 2004; West, 2003）という両立し難い知識間のバランスをとり

ながら、技術の主導権を保持してきたと考えらえる。 

例えば、移動体通信産業（ Funk, 2002 ）やワークステーション産業（ Garud and 

Kumaraswamy,1993）の研究では、①技術進歩や企業間分業をコントロールし、また②技術進歩

に対しいち早くイノベーションを実装し製品化する8ことで、競争優位を築くとされてきた。こ

のような試みは、アーキテクチャ知識を保持し管理することによって可能になっていると考え

られる。標準化を進めるシステム・メーカーは、システムを標準化することによって、サプライヤーの

開発する部品とそれを組み入れる製品との互換性を戦略的に設計することができる（Boudreau and 

Hagiu 2009; Farrell and Saloner, 1992; Katz and Shapiro, 1985; Merges, 2008; Parker and Van Alstyne, 

2008）。また、システム・メーカーはシステムのアーキテクチャに関する知識を有することによって、自らの

やり方でサプライヤーの部品を他の部品と再統合することも可能である（Davis and Murphy, 2000; 

Eisenmann, Parker and Van Alstyne, 2008）。 

  このように、システム・メーカーは、アーキテクチャ知識を保持することで、システムのア

ーキテクチャの仕様や機能を決める知識（What to do）とともに、そのシステムのアーキテクチ

ャを実現し製品化するための実装知識（How to do）をも有している9。これらの知識を活かして、

システム・メーカーは、技術進歩にともないシステムのアーキテクチャを再定義することがで

きる。このため、いち早く新技術を実装・製品化しながら、こうした知識を持たない競合シス

テム・メーカーやサプライヤーによるイノベーションや参入を制御して、これらの企業との分

業をコントロールするようになる。このように、アーキテクチャ知識を保持し管理することで、システ

ム・メーカーは、標準化による基本アーキテクチャのオープン化が進むなかでも技術の主導権

を保持してきたと考えられる。 

複数の技術にわたる、複雑なシステムのアーキテクチャ知識は容易に模倣されないはずであ

り、技術の主導権も保持できるはずである。すなわち、システムのアーキテクチャを開示して

も、技術や外部のサプライヤーの市場参入をコントロールし続けることは可能である。だが、

多くの産業で、技術の主導権は、既存の有力システム・メーカーからコア部品サプライヤーへ

移りつつある。このような状況は、システム・メーカーは標準化を通じて競争力を得ているという多

くの研究の主張（e.g., Bekkers, 2001; Bekkers, Duysters and Verspagen, 2002, Bekkers, Verspagen and 

Smits, 2002; ; Bekkers and West, 2009; Funk,2002；2009）とは矛盾している。では、コア部品サプ

                                                       
8 システム・メーカーはオープンなシステムのアーキテクチャについて製品化のための実装方法をソリューションとしてライ

センスしたり（Pisano, 2006; Teece, 1986; 2006）、標準化を進めるなかで、実装知識を自社の製品開発に活かしつつ、そうした

知識を関連サプライヤーがソリューションとして提供するに任せる（安本・糸久、2014）こともある。このように標準化され

た技術の実装の面でも、新興企業や補完的なサプライヤーの市場参入のスピードをコントロールすることも可能であると考え

られてきた。 
9 Vincenti（1990）によると、製品開発を従事するエンジニアの知識は、“knowing that”と“knowing how”によって分けられ

る。“knowing that”とはエンジニアは明文化ができる規範的な知識（prescriptive knowledge）を持つことを意味している。そ

れに対して、“knowing how”とはエンジニアは規範的な知識と明文化ができない知識（tacit knowledge）両方を有することを

意味している。また、彼は製品開発に従事するエンジニアが保有するこれらの 2 つ種類の知識を“engineering knowledge”と

呼んでいる。そうした知識の保有程度が、製品開発の各段階における問題解決のスピードを左右すると考えられる。 
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ライヤーはどのようにシステム・メーカーと同様のアーキテクチャ知識を獲得できたのだろう

か、またそれに関わる知識は、どのように後発システム・メーカーにスピルオーバーしたのだ

ろうか。 

 

3. 分析フレームワーク  

標準化を推進するシステム・メーカーは、技術規格書の提案により、システムの基本仕様を公

開することになる。例えば、移動体通信産業では、Nokia、Ericsson、Motorola といった有力なシ

ステム・メーカーが、コアネットワーク、基地局、そして携帯電話端末などの通信システムの

仕様や機能に関する技術規格書を、3GPP （Third Generation Partnership Project）や ETSI (European 

Telecommunications Standards Institute)といった標準化団体に提案し公開してきた。このようにし

て技術規格書が公開されれば、コア部品サプライヤーや後発システム・メーカーに活用されることに

なり、フリーライダーされかねない。実際、European Commission (2014, p.28)では、「…標準化に

関わる情報は複数企業の製品のイノベーションに欠かせないものであると同時に、外部性やス

ピルオーバーの問題も引き起こす」と指摘されている。 

こうした状況に対し、システム・メーカーは関連する技術についての独自特許の一部を、標

準の仕様（技術規格書）に関わる必須特許として宣言することで、フリーライダーを防止し、

権利を守ろうとしてきた。必須特許とは企業が ETSI のような標準化団体に対して宣言するもの

であり、標準化への貢献への見返りとして、標準技術の開発企業の関連技術についての権利を

一定条件（FRAND：Fair, Reasonable, and Non-Discriminatory）で認めるものである。必須特許は

標準の実用化に際し不可欠とみなされるため、この権利を保持していれば、製品や技術の進歩

に影響を与えることができるとともに、当該技術によるライセンス収入や事業の保護を期待で

きる10。 

しかしながら、技術を必須特許（および独自特許）として保有することはできるものの、専

有することは難しい（e.g., Blind and Thumm, 2004；David and Greenstein, 1990)。法的な権利とし

て技術を守るための特許も、技術情報の公開を前提とする以上、知識の流出を招く可能性があ

る。特許権によって守られてはいても、他社の技術・製品開発の参考となり、広く活用される

可能性が高まるからである。これまでの研究でも、標準に関わる特許引用によって既存システ

ム・メーカーから後発システム・メーカーへの知識の流れが生じ、後発システム・メーカーの

能力獲得に結びついていることが示されてきた (He, Lim and Wong, 2006; Leiponen, 2008; Kang 

and Motohashi, 2015)。このような知識のスピルオーバーは、既存の有力システム・メーカーの優

位を覆す可能性がある。 

以上のように個々の技術規格書と必須特許が公開されていても、必須特許の宣言による技術

規格書の間の関係が複雑であれば、システムのアーキテクチャ知識でも複雑であると考えられる。技

術規格書は、製品システムの知識要素（knowledge elements）の種類を表す。企業が必須特許を複数

                                                       
10 日欧の移動体通信産業や自動車産業の企業 7 社の知財/標準化関連部門ディレクター/マネージャーとの意見交換による

（2013 年各月、2014 年 10 月、12 月）。ただし、国・地域、産業、企業により特許出願の狙いや戦略は異なっている（例えば

日本企業や移動体通信を含む ICT 企業は特許出願に積極的な傾向がある等）。なお、特許にはロイヤリティ収入をもたらす面

もあるが、自動車産業（とくに日本）をはじめ技術や事業を保護する面をより強調する企業は少なくない。 
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の技術規格書にわたって宣言していれば、その企業における知識要素間の関係は緊密であると考えて

よい11。その場合には、コア部品サプライヤーがアーキテクチャ知識を吸収することは困難である。なぜ

なら、複数の技術や構成要素の間の関係を定め、技術の実装を可能にするアーキテクャ知識は、暗黙

知的に保持されていたり、ノウハウとして秘匿化されている場合も少なくないからである。下の図１の左

側のように、標準化を推進してきた有力システム・メーカーが、複数の技術規格書間にわたる必須

特許を確保し、複雑な知識のネットワークを保持している場合、そのアーキテクチャ知識は流出

し難いと予想される（Shiu and Yasumoto, 2015）。このようなアーキテクチャ知識は、個々の技術の

仕様や特許を参照／引用するだけでは容易に獲得できない。そうであれば、技術規格書や必須特

許が公開されていても、システム・メーカーは技術の主導権を保持し続けることができるはずである。 

 

                 出所：筆者作成。 

図 1. 分析のフレームワーク 

 

では、技術規格書や必須特許を通じて、どのようにシステムのアーキテクチャ知識のスピル

オーバーは生じるのだろうか。先に述べたように、コア部品サプライヤーは技術規格書や必須

特許の技術情報を用いることによって、自社の製品開発や技術開発に活かすことができる。システムの

アーキテクチャの技術を活用するには、二つのルートがあると考えられる（図 1 の右側）。まず、①標準

化したシステム・メーカーの技術規格書に記載される技術仕様を活用（参照）して、必須特許を宣言す

ることである。また、②システム・メーカーの必須特許を引用して、独自特許を申請することも可能であ

る。 

①の動きが進むと、コア部品サプライヤーが必須特許宣言を行うことにより知識が開示され

るようになる。その結果、②の動きが進み、コア部品サプライヤーはさらにその知識を引用し、

独自特許を数多く申請するようになる。とくに、特定企業により①の動きが積極的に推し進め

られると、その企業に知識は集約され必須特許として開示されるようになる。開示された必須

                                                       
11 Yayavaram and Ahuja (2008)によると、企業の知識構造（knowledge structure）はネットワークで表すことができる。ネットワ

ークにおける紐帯（tie）は個々の知識要素（knowledge elements）間の関係性を示しており、企業の知識構造を表現している。

その関係性が濃密であるほど、個々の知識は相互に関連し合い、企業の知識構造は複雑であると言える。こうした観点から、

彼らは 1984 年から 1994 年までの世界半導体産業の特許がどれほどの USPTO の特許分類に対応していたのかを計算し、企業

の知識構造（knowledge structure）を分析した。Fleming and Sorenson (2001)も同じ手法を使用し、ノード（technology classes）

と紐帯（特許）によって知識のネットワークを分析した。これらの研究をふまえ、本研究では、ノード（技術規格書）と紐帯

（必須特許）によって企業の知識のネットワークを分析することで、標準化における企業の戦略的意図を読み取れると考える。 
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特許を手掛かりにすれば、後発システム・メーカーやコア部品サプライヤーは知識のサーチ・

コストを抑えることができるので、その特定企業から知識を吸収するようになると考えられる。

こうしたコア部品サプライヤーの行動による知識の流れ①と知識の流れ②が、システム・メーカー

からのアーキテクチャ知識のスピルオーバーに結びつくと予想される。 

以上の点をふまえ、本研究では、まず、技術規格書と必須特許との関連に注目し、標準化のもとで、

どのように既存の有力システム・メーカーが製品のアーキテクチャ知識を保有しているのかを説明す

る。そのうえで、とくにコア部品サプライヤーが、どのような技術規格書に関わる必須特許を活

用して、どのような独自特許を獲得してきたのかを検討する。このような知識獲得のルートに注

目して、複数の技術規格書にわたるシステム・メーカーのアーキテクチャ知識のスピルオーバー

を検討することで、既存の有力システム・メーカーの技術の主導権の低下のプロセスは検討できる

と考えられる。 

 

4. サンプルとデータ  

4.1 サンプル 

  本研究では、分析対象に移動体通信システムを選定した。移動体通信システムのアーキテク

チャは、コアネットワークが複数の基地局をカバーして、その基地局が複数の携帯電話を管理する「セ

ルラー・アーキテクチャ」となっている。このアーキテクチャが 1G、2G、3G という通信技術の進歩の中で

標準化され、オープンなシステムのアーキテクチャのドミナント・デザインとして公開されている（Davis, 

1988; Davies, 1996; Steinbock, 2002）12。本研究では、コアネットワーク、基地局、そして携帯電話といっ

た通信システムの開発に従事するシステム・メーカーである Nokia、Ericsson、Motorola と、携帯電話端

末の開発に欠かすことのできないコア部品サプライヤーとの間の知識の流れを検討する。 

  Nokia、Ericsson、Motorola をシステム・メーカーとして選定した理由は、1990 年代初期から、これらの

システム・メーカーはは通信産業の中で 2G GSM から 3G UMTS の複雑な通信システム13の技術を主

導していたからである。その結果、1998 には、Nokia、Ericsson、Motorola によるコアネットワークと基地

局の世界マーケットシェアはそれぞれ12％、29％、12％となっていた。携帯電話端末においても、この3

社による世界マーケットシェアはそれぞれ 22.5％、15.1％、19.5％を占めていた14。ところが、2005 年以

降、後発の携帯電話端末メーカーの急速な成長に脅かされるようになった。 

  もう１つの理由は、1990 年 4 月 4 日から 2012 年 10 月 2 日まで技術規格書の提案数と必須特許件

数について、Nokia、Ericsson、Motorola の占める割合が高いことによる（Shiu and Yasumoto, 2015）。こ

れらのシステム・メーカーは、こうした技術規格書と必須特許によって技術進歩と新たな企業の参入をコ

ントロールしてきたと考えられる。これらのシステム・メーカーのシェアの高さは、その結果である。このよ

うに、Nokia、Ericsson、Motorola は通信システムに関わるアーキテクチャ知識を保有することで技術の

主導権を保持してきたと考えられ、これらのシステム・メーカーは本研究の問題意識に適している。 

                                                       
12 1980 年代の１G のアナログ通信技術は「セルラー・アーキテクチャ」という通信システムのアーキテクチャであり AT&T
によって開発された。1979 年に、AT&T はアメリカのシカゴで１G のアナログ通信技術の運行試験を行い始めた。1983 年の

12 月に、Motorola も「セルラー・アーキテクチャ」という通信システムのアーキテクチャのもとでの運行試験の結果を用い

て１G のアナログ通信サービスを開始した。  
13 例えば、Davies (1996)、Davies (1999)、Davies and Brady (2000)、Hobday (1995)、Hobday (1998)、Hobday (2001)、Miller, Hobday, 
Leroux-Demers and Olleros (1995)は、通信システムを CoPS（Complex Product System）と考えている。 
14 引用文献：Shiu and Yasumoto (2015) http://merc.e.u-tokyo.ac.jp/mmrc/dp/pdf/MMRC465_2015.pdf 
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  一方、本研究においてQualcomm、Freescale、Infineon、Texas Instruments、Mediatek、Spreadtrumと

いう 6 社の半導体サプライヤーを、コア部品サプライヤーとして選定した。理由は、これらのサプライヤ

ーが技術進歩と新たな企業の参入をコントロールし技術の主導権を握るようになっているためであるが、

より具体的には以下の 2 点が指摘できる。まず、2009 年における、Mediatek、Qualcomm、Texas 

Instruments、Infineon は携帯電話端末のベースバンドチップセットの世界マーケット・シェア（出荷量）が

23%、22％、18％、9％と大きく、さらに Freescale と Spreadtrum のマーケット・シェアを合わせると、これら

6 社のコア部品サプライヤーによっての全世界の約 8 割の携帯電話端末のベースバンド・チップセット

が提供されていたことによる15。 

もう 1 つの理由は、1990 年代の後半から、この 6 社が携帯電話端末の心臓部にあたるコア部品（ベ

ースバンド・チップセットとプロトコル・スタック）を外販することによって、後発の携帯電話端末メーカーは

複雑な通信システムに関する知識を持たなくても、短期間に世界主要な国の通信環境で使える携帯電

話端末を開発できるようになったためである（許・今井, 2010）。その結果、2005 年以降、Nokia、

Ericsson、Motorola は、後発の携帯電話端末メーカーの急速な成長に脅かされるようになった。Nokia、

Ericsson、Motorola の携帯電話端末事業部は、それぞれ 2013 年 9 月に Microsoft に、2011 年 10 月に

Sony に、2011 年 8 月に Google に吸収された。その後、2014 年第三四半期における世界の携帯電話

端末のスマートフォン市場では、首位の Samsung が 23.8%、二位の Apple が 12.0％、三位の小米が

5.3％、四位の Lenovo が 5.2％のマーケットを獲得している16。これらの企業は、コア部品サプライヤーの

コア部品を用いて端末を提供しており、コア部品サプライヤーが技術の主導権を握るようになっていると

予想される。この 6 社のコア部品サプライヤーは Nokia、Ericsson、Motorola の技術の主導権を相対的

に低下させていたと考えられ、本研究の問題意識に適している。なお、本研究では、比較対照も可能な

ように、コア部品サプライヤーに加えて、後発の有力携帯電話端末メーカー、Samsung、LG、Apple、

Huawei についても、Nokia、Ericsson、Motorola からの一連の知識の流れを検討する。 

 

4.2 データ 

  先に見たように、本研究では、移動体通信システムに関わるシステム・メーカーのアーキテクチャ知

識に注目することで、技術の主導権の移り変わりおよび知識のスピルオーバーを検討する。Nokia、

Ericsson、Motorola は、移動体通信アーキテクチャを技術規格書と必須特許として外部の企業に開示し

ている。後発携帯電話端末メーカーとコア部品サプライヤーが Nokia、Ericsson、Motorola の移動体通

信システムに関する技術規格書と必須特許を用いることによって、自社の製品開発や技術開発に活か

すことができる。技術規格書はアーキテクチャの基本仕様を開示するものであり、必須特許にはアーキ

テクチャの管理や実装に関する技術情報が含まれていると考えられる。したがって、後発携帯電話端末

メーカーとコア部品サプライヤーがいかに技術規格書と必須特許を活用するのかを観察することによっ

て、移動体通信産業における企業間の知識の流れを明らかにすることができると予想される17。 

                                                       
15 Freescale と Spreadtrum のマーケットシェアは 9％以下であると推測できる（引用：

h t tp : / / w w w. d ig i t i me s . c o m. t w / t w / rp t / rp t_ sh o w. as p? v=201 011 30 -5 84# ix z z1 T N oB du Ep）。 
16 引用文献：http://www.chinatimes.com/newspapers/20141031000069-260202. 
17 技術規格書と必須特許は ETSI と 3GPP によって公開されている（Bekkers, Duysters and Verspagen, 2002; Bekkers and Liotard, 

1999; Bekkers, Verspagen and Smits, 2002)。なお、移動体通信システムのアーキテクチャの実装に関する知識に関しては、暗黙

知的に保持されていたり、ノウハウとして秘匿化されている場合も少なくない。このように実装に関する知識を直接測定する

のは容易ではない。こうした問題はあるものの、企業がある分野（技術分類）で一定の特許の申請を行っていれば、少なくと

 



 
 

 
 

9

本研究では、3GPP のウェブ・サイトから 1988 年 4 月から 2009 年 12 月までの 2G GSM と 3G UMTS

について合計 6,243 件の技術規格書18を取得した。また、ETSI のウェブ・サイトから 1990 年 4 月から

2012 年 10 月までの 2G GSM と 3G UMTS 合計 16,493 件の必須特許（企業が自社のアメリカとヨーロ

ッパの特許をETSIに宣言していたもの）も取得した19。そのうえで、知識の流れ①を明らかにするために、

必須特許に記載された技術規格書の情報にもとづき、16,493 件の必須特許を 6,243 件の技術規格書

にマッピングし、移動体通信システムのアーキテクチャの中での必須特許の位置づけを分類した。 

こ う し た 作 業 の た め に 、 台 湾 系 携 帯 電 話 開 発 ・ 生 産 委 託 サ プ ラ イ ヤ ー （ Original Design 

Manufacturing）の 5 人のソフトウェア・エンジニアと 7 人のハードウェア・エンジニアの協力を得て、それ

ぞれの技術規格書が 1）通信サービス、技術課題、およびプラン(Service and Technical Issues, 

Requirements and Plans)、2）コアネットワーク（Core Network and Intra Fixed Network)、3）通信手順（Air 

Interface)、4）携帯電話端末(Mobile Phone)、および 5）セキュリティ・暗号化（Security Algorithm)といっ

た通信システムのアーキテクチャの中で、どのようなカテゴリーに含まれるのかを下記の表 1 のように分

類した20。なお、本研究では通信産業の標準化活動における技術規格書の情報をより正確に把握する

ために、技術に関する資料とレポート、雑誌や新聞記事などの二次データも参照した21。 

 

                                                                                                                                                                      
もその分野については技術を実装し製品化する際に不可欠な知識やノウハウを保持している可能性が高いと考えられる。この

ように、特許は、実装知識そのものを厳密に表すわけではないものの、「実装を可能にする関連知識」の保有レベルを把握す

るうえでは、有力な指標となりうると考えられる 
18 3GPP は 1998 年に ETSI から標準化の遂行業務を引き継ぎ、2000 年から標準化組織として正式に運営を開始した。本研究で

は 、 3GPP の 管 理 し て い る 2G GSM と 3G UMTS の 技 術 規 格 書 の デ ー タ ベ ー ス

（http://www.3gpp.org/ftp/Information/Databases/Spec_Status/3GPP-Spec-Status.zip）を使用した。また、3GPP の技術規格書の管理

者 John M Meredith に、全ての技術規格書はデータベースに十分に収納されているというデータベースの信頼性と有効性を

e-mail で確認した。  
19 本研究は ETSI に必須特許として宣言されたグローバル特許のデータベースから、2012 年 12 月にダウンロードを行った

（http://ipr.etsi.org/searchIPRD.aspx）。ダウンロードされたデータは、1990 年 4 月 4 日から 2012 年 10 月 2 日までの合計 64,228

件である。本研究では、Qualcomm の主導で成立した 3GPP 2（Third Generation Partnership Project 2）の 3G CDMA2000 の標準

化を分析対象から除外した。3G UMTS は 2G GSM の後にも最も大きく利用されている通信の世界標準であるが、3G 

CDMA2000 はそうではないからである。例えば、2008 年に、世界約 88％の通信システムの導入数は 2G GSM と 3G UMTS で

ある（Bekkers, Bongard and Nuvolari, 2009)。また、2G GSM と 3G UMTS の技術規格書の管理は 1998 年に ETSI から 3GPP

に移転された（Hillebrand, 2002）。この意味では、2G GSM と 3G UMTS のデータが整備されており網羅性も高いと考えら

れる。なお、本稿は、計算上の便宜で 2G GSM、2.5G GPRS、 2.75G Edge を“2G GSM”、3G WCDMA、3.5G HSDPA、3.75G 

HSUPA を“3G UMTS”としてデータの集計を行った。また、本研究では記録上で異なる企業名は 1 つの企業としてカウント

した。例えば、Nokia UK Ltd, Nokia Siemens Networks, Nokia Corporation, Nokia Japan Ltd, Nokia Mobile Phones, Nokia Research 

Center, Nokia Communications, and Nokia Telecommunication Inc. は“Nokia” としてカウントした。 
20 技術規格書が、通信システムのアーキテクチャの中で２つ以上の分類に属する場合は、該当技術規格書が通信システムの

アーキテクチャのなかで最も適しているものに分類した。技術規格書に対する 3GPP の分類や技術資料などを参照することに

より、企業が通信システムのアーキテクチャの仕様や性能を決める際には、おもに通信サービスや技術課題やプラン、コアネ

ットワーク、通信手順、携帯電話、セキュリティ（暗号化）という 5 つのカテゴリを考慮していることが判明した。また、分

析の便宜上のために、本研究ではこのような 5 つのカテゴリの通信システムのアーキテクチャを選定した。なお、基地局に関

する多くの技術規格書は非公開であるため、分析の便宜上、技術的類似性が高い通信手順のカテゴリに含めて集計した。 
21 本 研 究 で は 、 “ Third Generation Partnership Project: 3GPP Working Procedures

（ http://www.3gpp.org/ftp/Information/Working_Procedures/3GPP_WP.pdf ） ” と “ 3GPP TR 21.900 V7.2.0 (2006-06) 

(http://www.qtc.jp/3GPP/Specs/21900-720.pdf)”を参照し、標準化活動における技術規格書の策定のプロセスも検討した。 
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                        表 1. 技術規格書の分類       

   

                                            出所：Shiu and Yasumoto (2015)。  

 

知識の流れ②を検討する際、独自特許による必須特許の被引用（パテント・フォワード・サイテーショ

ン）のデータを収集した。パテント・フォワード・サイテーションは、企業間の知識の流れを検討するため

の代表的な方法である（Jaffe and Trajtenberg, 2002; Jaffe, Trajtenberg and Henderson, 1993）22。本研究

では、EPO（欧州特許庁）の Espacenet のパテント・データ・ベースから 6 社のコア部品サプライヤー23と 4

社の後発携帯電話端末メーカー24の 215,649 件のアメリカ特許と 75,464 件のヨーロッパの独自特許を期

間限定せずに全抽出した25。なお、これら 10 社の独自特許の申請日（Application Date）と ETSI に宣言

された必須特許の宣言日（Declared Date）にもとづいて、アメリカの必須特許の被引用 21,010 件、ヨー

ロッパの必須特許の被引用 643 件、合計 21,653 件のパテント・フォワード・サイテーションのデータを生

成した26。これにより、「Nokia、Ericsson、Motorola から 6 社のコア部品サプライヤーへの知識の流れ」と、

「Nokia、Ericsson、Motorola から 4 社の後発携帯電話メーカーへの知識の流れ」の共通点や相違点を

                                                       
22 パテント・フォワード・サイテーションの追跡によって、企業間の知識の流れを確認した研究には、他にも Fleming and 

Sorenson (2001), Harhoff, Scherer and Vopel (2003)などがある。本研究ではコア部品サプライヤーの特許に引用されたパテントに

ついてのバックワード・サイテーションを分析していない。その理由は、ETSI に申告された企業の必須特許からの知識の流

出にフォーカスしているためである。また、ETSI に申告された企業の必須特許についてのパテント・フォワード・サイテー

ションの分析は、企業の必須特許の経済価値を示すことができるためでもある。 
23 http://www.epo.org/searching/free/espacenet.html 
24 Samsung、LG、Apple、Huawei の独自特許については、Synergytek 社のサーチ・エンジンでのキーワードで抽出した

（http://synergytek.com.tw/blog/products/ipr-search-analysis/matheo-patent/）。 
25この 10社の独自特許の申請日は必須特許のデータのなかで最も新しい 2012年 10月の必須特許の宣言日を超えている。なお、

Bekkers and West (2009)の通信システム関する IPC (International Patent Classification: G01S1, G01S5, H01Q21, H01Q3, H04B, H04J, 

H04K1, H04L, H04M, H04N1 または H04Q)を使って、通信システムに関わる独自特許の件数を検討すると、合計は 43,860 件と

なる（全独自特許の中で約 13％を占めている）。 
26 もう 1 つの理由は、Espacenet の特許のデータベースでは、特許のアプリケーション・ナンバー（申請番号）とパブリケー

ション・ナンバー（公開番号）は同じサイテーションのデータを使用しているからである 

（http://www.ambercite.com/index.php/amberblog/entry/how-many-forward-citations-does-the-microsoft-touchscreen-patent-us8077153-

have-and-why-does-it-matter)。 
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理解できるようになる。 

  

5. ケース・スタディ  

5.1 移動体通信システムに関するアーキテクチャ知識  

企業のアーキテクチャ知識を解明するには、各社の技術規格書と必須特許の関係を知る必要があ

る。Shiu and Yasumoto (2015)によると、1988 年 4 月から 2009 年 12 月までの 2G GSM と 3G UMTS の

6,243 件の技術規格書は、2,248 件の共通の技術規格書から派生したものである27。これらの技術規格

書の策定は 2G GSM から 3G UMTS までの移動体通信システムの仕様の変化を意味している。コア部

品サプライヤーや後発携帯電話メーカーはこれらの技術規格書をベースにして製品開発を行う。一方、

標準化の推進企業はこれらの技術規格書を公開しても、それに対応する必須特許の申請によって移

動体通信システムの技術の使用をコントロールしている。このように、各社における技術規格書と必須

特許の運用は、移動体通信システムに関するアーキテクチャ知識を反映していると考えられる。 

ここでは、技術規格書のデータに加えて、1990 年 4 月 4 日から 2012 年 10 月 2 日までの期間の

64,228 件の必須特許の宣言資料を使用し、技術規格書間の「密度」と技術規格書のカテゴリー

（ノード）の「中心値」を、ネットワーク・ツール UCInet の“Density”と“Degree Centrality”

によって計算した。企業の必須特許の宣言による技術規格書間の「密度」が高ければ、その企

業は他社より移動体通信システムに関するアーキテクチャを広範囲にコントロールしており、

その企業のアーキテクチャ知識は複雑であると考えられる。一方、ある企業における技術規格

書のカテゴリーの「中心値」がわかれば、その企業の複雑なアーキテクチャ知識のなかでもっ

とも重要な知識の種類がわかる。 

図 2 は、その結果である。青色、緑色、紫色、黄色、空色のノードはそれぞれ「通信サービス、技術

課題、およびプラン」、「コアネットワーク」、「通信手順」、「携帯電話端末」、および「セキュリティ・暗号化」

に関する技術規格書を表している。一方、ノードの間の青色の線は必須特許を表している。必須特許

は複数の技術規格書に対応しているので、ノードのサイズと線の幅はその技術規格書に対応する必須

特許の件数を反映したものとなる。なお、図 2 において Nokia、Ericsson、Motorola の左側に独立した形

で表示しているノードは、必須特許が特定の技術規格書のみに対応して宣言されていることを意味する。

2G GSM と 3G UMTS との間では違いがあるが、Nokia、Ericsson、Motorola の各社における技術規

格書間の密度は高いとわかった28。各企業は移動体通信システムに関わる複数の技術規格書間にわ

たって必須特許を広く宣言しており、移動体通信システムのアーキテクチャをコントロールしている。そ

の背後には、各企業の保有する複雑なアーキテクチャ知識があると考えられる29。 

                                                       
27 例えば、Nokia は“TS 02.16 International Mobile Station Equipment Identities (IMEI)”という技術規格書のもとで

2G GSM から 2.5G GPRS に技術を発展させている。 
28 2G GSM の場合は、Nokia、Ericsson、Motorola の技術規格書間の密度（density）は、それぞれ 0.257、0.038、0.181 であり、

3G UMTS の場合は、それぞれ 0.228、0.096、0.243 である。これらの値は技術規格書と必須特許の対応関係を UCInet の“One 

Mode”と“Binary”で変換して求めたものである。 
29 Samsung、LG、Apple、Huawei の技術規格書間の密度にも同じ傾向があることを確認した（Appendix 図 A 参照）。 
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                                                           出所：筆者作成。 

 図 2. Nokia、Ericsson、Motorola における技術規格書間のネットワーク 

 

下の図 3 では、Nokia、Ericsson、Motorola、コア部品サプライヤー6 社、そして後発携帯電話端末メ

ーカー4 社の技術規格書間(2G GSM と 3G UMTS の合計)の密度を表している。コア部品サプライヤー

である Mediatek と Spreadtrum は必須特許を宣言していないため、ここでの分析対象から外した。

Freescale と Infineon の必須特許の宣言件数は少なく、これらの企業における技術規格書間の密度はほ

ぼゼロに等しい。Nokia、Ericsson、Motorola の密度はそれぞれ 0.212、0.05、0.194 となり、Samsung の

0.016、LG の 0.018、Apple の 0.038、Huawei の 0.038、Texas Instruments の 0.002 より高くなっている。

ただし、Qualcomm の密度は 0.208 であり、Nokia の密度の 0.212 に続いている。したがって、Nokia、

Ericsson、Motorola、そして Qualcomm は、後発携帯電話端末メーカーやその他の半導体サプライヤー

より、移動体通信システムに関わる複数の技術規格書間にわたって広く必須特許を宣言しており、移動

体通信システムのアーキテクチャをコントロールしている。また、Qualcomm も Nokia、Ericsson、Motorola

と同様の複雑なアーキテクチャ知識を保有していると考えられる。 
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         出所：筆者作成。 

図 3. Nokia、Ericsson、Motorola と後発携帯電話端末メーカー、コア部品サプライヤーにおける技術規

格書間の密度30 

 

次に、UCInet（“Degree Centrality”）を使用することによって、これらの企業において、必須特許の宣

言が多くなされている技術規格書のカテゴリーを明らかにする31。なお、分析上の便宜で各技術規格書

の中心値を、表 1 の「通信サービス、技術課題、およびプラン」、「コアネットワーク」、「通信手順」、「携

帯電話端末」、「セキュリティ・暗号化」というカテゴリー別にそれぞれ合計した32。表 2 に示されているよう

に、各社の技術規格書間のネットワークにおいて、「通信サービス、技術課題、およびプラン」と「通信手

順」に関連する技術規格書の中心値が、他の技術規格書の中心値より高くなっている。Nokia、Ericsson、

Motorola は移動体通信システムの全般に関して必須特許を広く宣言すると同時に、移動体通信システ

ムに接続するためのインターフェースの技術（「通信サービス、技術課題、およびプラン」と「通信手順」）

を強くコントロールしていると考えられる。これらは、Nokia、Ericsson、Motorola の複雑なアーキテクチ

ャ知識のなかでもっとも重要な知識である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       
30 元のデータについては Appendix 表 A 参照。 
31 ここでの技術規格書の中心値の計算は、まず企業の必須特許の宣言による技術規格書間の対応関係のデータをUCInetでOne 

Mode データをに変換した。次は、UCInet の“Network / Centrality and Power / Degree (Old)”を使用して計算した。 
32 元のデータについては Appendix 表 B 参照。 
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表 2. Nokia、Ericsson、Motorola と後発携帯電話端末メーカー、コア部品サプライヤーにおける技術規

格書の中心値 

 

                                                       出所：筆者作成。 

ところが、表 2 では、Qualcomm の「通信サービス、技術課題、およびプラン」と「通信手順」に関連す

る技術規格書の中心値が 84,319 と 148,769 であり、Nokia の 5.72 倍と 8.9 倍となっている。この意味で、

Nokia、Ericsson、Motorola と比べ、Qualcomm は移動体通信システムに接続するためのインターフェー

スの技術（「通信サービス、技術課題、およびプラン」と「通信手順」）をより強くコントロールしており、イン

ターフェースに関する知識をもっとも豊富に保有していると言える。 

 

5.2 技術規格書にもとづく必須特許宣言の傾向 

 以上に示したように、Nokia、Ericsson、Motorola は、独自特許を必須特許として数多く宣言する

ことにより、移動体通信システムのアーキテクチャをコントロールできていた。しかし、図 4 のように、2000

年以降、標準化を推進してきたシステム・メーカー以外の企業の必須特許の宣言件数が増加している。

また、2005 年から 2009 年までの期間に、毎年の必須特許の宣言件数は、359 件から 3,154 件へと 8.79

倍に増加している。 

このような状況の中で、特定企業による必須特許宣言の集中度（Herfindahi Index）は、2005 年の

0.22 から 2006 年の 0.36 に上昇したものの、年々低下する一方であった。つまり、90 年代の初期から

Nokia、Ericsson、Motorola などの特定の企業を中心に必須特許宣言がなされてきたが、2000 年代以

降は、必須特許の宣言は特定の企業以外の数多くの企業によって宣言されるようになっているのである。

2005 年以降、移動体通信システムの標準化が進むなかで、必須特許の全件数のうち、Nokia、Ericsson、

Motorola によって宣言された必須特許の割合は減少してきている。実際には、各企業の必須特許の宣

言件数は、Qualcomm が首位の 3,020 件、Nokia が 2 位の 2,051 件、LG は 3 位の 1,548 件、Samsung

は 4 位の 1,347 件、Ericsson が 5 位の 1,162 件、Interdigital が 6 位の 965 件、Motorola が 7 位の 833

件、NTT Docomo が 8 位の 616 件、Huawei が 9 位の 557 件、そして Panasonic が 10 位の 462 件とな

っている。  
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                                    出所：ETSI のデータより筆者作成。 

図 4. 必須特許の宣言件数の推移と必須特許宣言の集中度  

 

  こうした Nokia、Ericsson、Motorola 以外の企業による必須特許の宣言には、1 つの大きな特徴があ

る。それは、後発携帯電話メーカーとコア部品サプライヤーは技術規格書の策定件数が少ないにもか

かわらず、多くの必須特許宣言を行っているということである。図 5 のように、Nokia、Ericsson、Motorola

はそれぞれ、1178 件、716 件、175 件の技術規格書を策定しているのに対し、Qualcomm は 423 件の技

術規格書しか策定していない。また、各社の技術規格書の策定件数に対する必須特許の宣言件数の

比率は、Nokia が 1.74 倍、Ericsson が 1.62 倍、Motorola が 1.13 倍であるのに対して、Qualcomm では

約 7.35 倍に達し、Samsung が 13.47 倍、LG が 15.48 倍、Apple が 3.61 倍、Huawei が 0.76 倍に達して

いる33。 

技術規格書の策定により企業は通信システムの技術の発展を主導することができる（Bekkers 

and Martinelli, 2010）。また、通信システムの仕様などの技術情報は完全に技術規格書に記述さ

れるわけではなく、その技術規格書を策定した企業のみが知る暗黙知も存在する（Funk, 2002）。

このような状況のなかで、技術進歩とともに技術規格書に機能の追加や改定をすることによっ

て、企業は長期の技術上の発展を主導できる（Leiponen, 2008; Leiponen and Bar, 2008; Shiu and 

Yasumoto, 2015）。したがって、企業は自ら技術規格書を策定しながら、自社の技術を必須特許

として宣言することで、移動体通信システムのアーキテクチャを自主的にコントロールするこ

とができると考えられる。 

このように、Nokia、Ericsson、Motorola は技術規格書の策定と必須特許の宣言によって、移

                                                       
33 その他のコア部品サプライヤーについては、Freescale が 34 件、Infineon が 13 件、Texas Instruments が 230 件の必須特許を

宣言していた。Mediatek と Spreadtrum は、技術規格書を策定しておらず必須特許も宣言していなかった。なお、Samsung、LG、

Apple の技術規格書の策定件数は 100 件以下であるため、各社の技術規格書の策定件数に対する必須特許の宣言件数の比率は

より大きい。元データは Appendix 表 C 参照。 
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動体通信システムのアーキテクチャをコントロールしていると考えられる。それに対して、

Qualcomm、Samsung、LG、Apple は技術規格書を活かし、自社の独自特許を必須特許として宣

言することで、移動体通信システムのアーキテクチャをコントロールしようと試みている34。と

くに、Qualcomm は技術規格書を最も活用し、Nokia の約 1.5 倍の必須特許を宣言しており、実

質的には移動体通信システムのアーキテクチャをコントロールしていると言っても過言ではな

い35。         

 

           
                                   出所：ETSI と３GPP のデータより筆者作成。  

   図 5. 主要企業の技術規格書の策定件数と必須特許の宣言件数 

   

5.3 技術規格書、必須特許、独自特許間の知識の流れ 

ここでは、後発携帯電話端末メーカーやコア部品サプライヤーは、①技術規格書を活用する

ことと、②必須特許を活用することによって知識を獲得することを検討する。①と②について

4.2 のデータを使用し、知識の流れ①と知識の流れ②との関連を説明する36。技術規格書と必須特許

の関係（知識の流れ①）については、先に述べた分析対象である、後発携帯電話端末メーカー4 社とコ

                                                       
34 Qualcomm などは必須特許を宣言し始めた 2000 年は、3G UMTS の技術規格書の策定が開始された時期になる。また、

Qualcomm などの必須特許の宣言件数が 2005 年から年々増加しているが、この時期は 3G UMTS の技術規格書の改定や修正の

程度が減少していた時期と重なっている（Appendix 図 C 参照）。Qualcomm と Nokia などの企業の間では、移動体通信の必須

特許に関する訴訟が 2000 年に入ってから頻発した。その結果、Nokia などの必須特許に対抗するために、Qualcomm が 2005

年ごろから大量の必須特許を必須宣言しはじめたという事情もある（Goodman and Myers, 2005; Martin and Meyer, 2006）。

Qualcomm がどのように標準化活動に関わったのかをより正確に分析する必要があるが、今後の課題とする。 
35 Qualcomm は Nokia と同程度の技術規格書間のネットワークを持っている。Appendix 図 D 参照。 
36 パテント・サイテーションで分析する際に、必須特許の宣言年が独自特許の申請年との関係を考慮しなければならない。本

研究は知識の流れ②が知識の流れ①によって影響されると考えられるため、独自特許の申請年が必須特許の宣言年の後である

かどうかをコントロールする必要がある。コア部品サプライヤー6 社による、Nokia、Ericsson、Motorola の 3 社の必須特許か

らの総引用件数のうち、必須特許の宣言年の前後一年以内の引用件数は約 32％に達している。その必須特許の宣言年の前後

三年の間には、その数値が 59％まで上昇する。いずれにせよ、コア部品サプライヤーが、標準化を進める企業の必須特許の

宣言年の以前と以後のどちらで引用して新しい独自特許として申請するのかは、今後の課題として考慮する必要がある。  
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ア部品サプライヤー6 社に引用された必須特許に限定した。また、その限定した必須特許と技術規格

書との関係をダブルカウンティングしないように、対応関係を一回のみを計算した。例えば、必須特許が

二回引用されても、該当必須特許と技術規格書との本来の対応関係のみを計算した。一方、必須特許

から独自特許への引用関係（知識の流れ②）については、上記の必須特許と後発携帯電話端末メーカ

ー4 社とコア部品サプライヤー6 社の独自特許を検討した。 

下記の図 6 は、技術規格書から必須特許までの知識の流れ①と、必須特許から独自特許まで

の知識の流れ②の全体をネットワーク図にしたものである。右側の 10 個の□のノードは、コア

部品サプライヤー6 社と後発携帯電話メーカー4 社を示している。また、□のノードのサイズは

各企業の必須特許の引用件数の総数を表しており、スクェア・ノードが大きければ大きいほど、

各企業の必須特許の引用件数が多いことを意味する。○のノードは企業の自社のヨーロッパと

アメリカの独自特許を用いて、必須特許を宣言していた 61 社の企業である。△のノードは技術

規格書を表している。青色、緑色、紫色、黄色、空色は、それぞれ「通信サービス、技術課題、

およびプラン」、「コアネットワーク」、「通信手順」、「携帯電話端末」、「セキュリティ・暗号化」

に関する技術規格書を表している。また、ノード間をつなぐ線の幅が太いほど、技術規格書と

必須特許の対応件数（知識の流れ①）や必須特許と独自特許のフォーワード・パテント・サイ

テーション件数（知識の流れ②）が強いことを示している。例えば、Qualcomm の必須特許は複

数の技術規格書に対して宣言されているが、とくに 25 シリーズや 36 シリーズの技術規格書に

対して多くの必須特許宣言がなされている。 

 

出所：ETSI と Espacenet のデータベースより、UCInet の NetDraw を用いて作成。 

図 6. 技術規格書、企業の必須特許、企業の独自特許の間のネットワーク 
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まず、知識の流れ①と知識の流れ②の密度を、ネットワーク・ツール UCInet の“Density”によ

って計算した。表 3 のように、技術規格書と必須特許の関係ネットワーク（知識の流れ①）の

密度は 1990 年から 1997 年に 0.107 となり、2012 年には 0.169 になった。一方、必須特許と独自

特許の引用関係ネットワーク（知識の流れ②）の密度は、1990 年から 1997 年に 0.308 となり、

2012 年には 0.537 になった。必須特許から独自特許への引用関係（知識の流れ②）は、技術規

格書と必須特許の関係（知識の流れ①）とともに増加している。このように、1990 年から 2012

年までの間に移動体通信技術の標準化が進むなかで、知識の流れ①が成立し、知識の流れ②が

促されたことを示唆している。5.1 で示したように、本来 Nokia、Ericsson、Motorola が知識の流れ

①をコントロールしているはずであるが、知識の流れ②を促すわけではない。知識の流れ②が

促されているのは、Qualcomm のような企業が知識の流れ①と知識の流れ②を繋ぐ役を果たして

いることによる。 

 

 

表 3. 知識の流れ①と知識の流れ②のネットワークの密度 

技術規格書と必須特許の対応関係（知識の流れ①） 

  1990-199

7 

1990-200

0 

1990-200

3 

1990-200

6 

1990-200

9 

1990-201

2 

Density 0.107 0.099 0.155 0.166 0.169 0.169 

Standard 

Deviation 0.309 0.298 0.362 0.372 0.375 0.375 

Average 

Degree 3.409 3.161 4.975 5.327 5.422 5.405 

必須特許と独自特許の引用関係（知識の流れ②） 

  1990-199

7 

1990-200

0 

1990-200

3 

1990-200

6 

1990-200

9 

1990-201

2 

Density 0.308 0.345 0.43 0.439 0.506 0.537 

Standard 

Deviation 
0.462 0.475 0.495 0.496 0.5 0.499 

Average 

Degree 
3.083 3.45 4.3 4.395 5.063 5.371 

注）知識の流れ①②の“Density”、“Standard Deviation”、”Average Degree”は「技術規格書と必須特許」

の対応関係と「必須特許と独自特許」の引用関係のデータを UCInet の“Cohesion”、“Density”で計算した

値である。 

                                                                           出所：UCInet を用いて算出。 

 

下記の図 7、図 8はその結果を示している37。ここでは、UCInet の“Degree Centrality”で知

識の流れ①と知識の流れ②について、それぞれの中心値を計算し、上位 7 社についての結果を

                                                       
37 分析結果の数字は、Appendix の表 D 参照。 
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示した。知識の流れ①と知識の流れ②の中心値がともに高い場合、その企業は技術規格書に対

して多くの必須特許を宣言していると同時に、後発携帯電話端末メーカーとコア部品サプライ

ヤーにも数多く引用されていることを示している。 

例えば、1990 年から 2003 年までの間に、知識の流れ①と知識の流れ②のそれぞれにおいて

Nokia、Ericsson、Motorola の中心値が高くなっている。これらの企業は技術規格書に対して多く

の必須特許を宣言すると同時に、その必須特許も後発携帯電話端末メーカーとコア部品サプラ

イヤーに数多く引用されている。しかし、2003 年以後になると、知識の流れ①と知識の流れ②

のそれぞれにおいて、Samsung、LG、そして Qualcomm の中心値が高くなり、とくに Qualcomm

の中心値は Nokia、Ericsson、Motorola の中心値を上回りはじめた。2012 年には、知識の流れ①

と知識の流れ②のそれぞれにおいて、Qualcomm の中心値は Nokia、Ericsson、Motorola の中心値

を大きく凌ぎ、Nokia の約 2.9 倍に達している。この意味では、Qualcomm は Nokia、Ericsson、

Motorola に比べ、技術規格書に対してより多くの必須特許を宣言することによって、移動体通

信システムのアーキテクチャをコントロールすると予想される。同時に、Qualcomm の必須特許

に記載されている知識も後発携帯電話端末メーカーとコア部品サプライヤーに多く活用されて

いる。つまり、Qualcomm は技術の主導権を保持するようになった反面、知識のスピルオーバー

も促していると言える。 

        

                                                        出所：筆者作成。 

図 7. 知識の流れ①における各企業の中心値（累積ベース） 
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                                                                 出所：筆者作成。 

図 8. 知識の流れ②における各企業の中心値（累積ベース）  

 

最後に、上記の分析結果をふまえて、知識の流れ①と知識の流れ②の間において、どのよう

な種類の知識のスピルオーバーが Qualcomm によって促されたのかを検討する。ここでは、後

発携帯電話端末メーカーとコア部品サプライヤーが引用した必須特許の宣言企業別の件数、お

よびそれらの必須特許の各技術規格書のカテゴリー別の件数を計算した。図９のように、後発

携帯電話端末メーカーとコア部品サプライヤーの引用した必須特許は、おもに「通信サービス、

技術課題、およびプラン」と「通信手順」に対応している38。とくに、後発携帯電話端末メーカ

ーとコア部品サプライヤーが、数多く引用している Qualcomm の必須特許も「通信サービス、 

技術課題、およびプラン」と「通信手順」に対応していることがわかった。 

以上のように、「通信サービス、技術課題、およびプラン」と「通信手順」の技術規格書に

対して、Qualcomm は独自特許を必須特許として大量に宣言している。その結果、「通信サービ

ス、技術課題、およびプラン」と「通信手順」に関する知識が Qualcomm によって開示される

ようになっている。後発携帯電話端末メーカーとコア部品サプライヤーはこうした複雑なアー

キテクチャ知識のなかでもっとも重要な知識を活用することで、さらに、通信技術の進歩に対

応した通信技術を開発し、独自特許を申請している。こうして、後発携帯電話端末メーカーと

コア部品サプライヤーはおもに Qualcomm を通じて知識を獲得できている。こうした意図せざ

                                                       
38 Qualcomm が自己引用している必須特許は「通信手順」により対応している。一方、Nokia、Ericsson、Motorola から引用し

ている必須特許は「通信サービス、技術課題およびプラン」により対応している。Qualcomm が自己引用していた必須特許の

うち、「通信手順」と「通信サービス、技術課題、およびプラン」の技術規格書に対応するものの比率は、Qualcomm の必須

特許と技術規格書の総対応件数のうち、約 71.31％と約 27.29％であった。一方、Qualcomm が Nokia、Ericsson、Motorola から

引用していた必須特許のうち、「通信手順」と「通信サービス、技術課題、およびプラン」の技術規格書に対応した比率は、

Nokia、Ericsson、Motorola の必須特許と技術規格書の総対応件数のうち、約 21.30％と約 76.82％であった。 
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る知識のスピルオーバーによって、Nokia、Ericsson、Motorola は移動体通信システムのアーキテ

クチャに関する技術の主導権を継続的に保有することが困難になったと考えられる。 

 

 

                                  出所：ETSI と３GPP と Espacenet のデータベースより筆者作成。 

図９. 各企業が引用した必須特許の宣言企業、およびそれらの必須特許の各技術規格書のカテゴリー

別の件数 

 
6. ディスカッション 

企業は、知財権によって自社の製品や技術の専有性（appropriability）を維持することで、優位を築

くことができるとされてきた (Pisano, 2006; Teece,1986; 2006)。標準化によるシステムのアーキテクチャの

オープン化が進められている場合に関しても、システム・メーカーは技術規格書を策定し、その技術規

格書に対応するように自社の独自特許を必須特許として宣言することで、技術に対して一定の権利を

確保することができる。しかしながら、標準化が進めば、技術を自社のみで専有することで技術の主導

権を保つことは難しい。システム・メーカーの標準に関わる独自技術は必須特許化されても、後発企業

が利用可能な、FRAND ライセンス条件のもとで保護されるに止まり、しかも特許化されたことによって技

術情報は公開される。参入を試みる後発の製品メーカーやコア部品サプライヤーは、標準化を推進す

るシステム・メーカーの重要な必須特許を引用して、知識を蓄積しやすい環境にある。 
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本研究の成果は、移動体通信産業の技術の標準化において、システム・メーカーの技術の主導権

がいかに部品サプライヤーに移行したのか、またそれによる知識のスピルオーバーがどのように発生し

たのかを示している。標準化に関する議論では、知財権による技術の専有性と公開性に注目して検討

がなされてきた（e.g., Bekkers et al., 2002; Blind and Thumm, 2004; West, 2003)。これに対し、本研究の

成果は、標準の技術規格書のみならず、専有性を守るはずの必須特許（および特許）の引用がスピル

オーバーを促すことを示唆しており、専有性/公開性によっては知識や技術の主導権の保持や移転は

理解が難しいことを示唆している。 

これまでにも、個々の技術（とくに特許）の引用によって、いかに後発企業の知識獲得（能力構築）が

進むのかが検討されている（e.g., Bekkers and Martinelli, 2009; He, Lim and Wong, 2006; Kang and 

Motohashi, 2015) 。だが、個々の技術を引用し活用するだけでは技術の主導権の獲得は生じ難い。本

研究の分析対象である移動体通信産業では、Nokia などのシステム・メーカーは通信技術の進歩ととも

に、絶えず技術規格書と必須特許を更新し、通信システムと携帯電話端末との繋がりをコントロールし

てきた。システム・メーカーはこうして技術規格書と必須特許を関連づけて重要な技術間をネットワーク

状につなぐアーキテクチャ知識を保持することで（Shiu and Yasumoto, 2015）、標準化を主導しながらオ

ープンなシステムの基本アーキテクチャに対する技術の主導権を保っていた。 

こうした状況に対し、Qualcomm は既存の移動体通信システムの「通信サービス、技術課題

およびプラン」と「通信手順」の仕様（技術規格書）に関して、大量に必須特許を宣言してい

た。その結果、後発携帯電話端末メーカーやコア部品サプライヤーは、Nokia、Ericsson、Motorola

よりも Qualcomm から「通信サービス、技術課題およびプラン」と「通信手順」に関する必須

特許を数多く引用し、それぞれ独自に技術開発できるようになった。後発携帯電話端末メーカ

ーや他のコア部品サプライヤーは Qualcomm の必須特許に依存しており、この意味では

Qualcomm に技術の主導権が移ったと言うことができる。コア部品のプラットフォームのシェア

では Qualcomm は先に指摘したように 22％であり、また競合となるコア部品サプライヤーも

Qualcomm の必須特許に依存しているから、コア部品の供給だけを通じて Qualcomm が技術の主

導権を確保できたとは言い難い（同様のシェアでも必須特許をほとんど申請しておらず、引用

されていない企業が大部分である）。Qualcomm はコア部品の供給以上に、技術の集約と引用の

面で他企業に影響を与えている、知識のハブなのである。 

このように、標準化が進みシステムのアーキテクチャのオープン化が進んでいる場合、知識

移転による技術の活用や普及は、一様に進むのではなく、Qualcomm のような特定のハブとなる

企業を通じて行われている。知識の流れはネットワークの構造に影響されるが、とくに異なる

プレーヤー間や知識プール間の知識の流れをつなぎ、ブリッジやハブとなるプレーヤーの存在

が知識移転を促すことが知られている（Reagans and McEvily, 2003; Tortoriello, Ray Reagans, Bill 

McEvily, 2012; Venkatraman and Lee, 2004）。こうしたプレーヤーは、そのネットワーク上のポジ

ションにより、分散した知識をまとめて、そうした知識へのアクセスを提供することで、リー

ダーシップやパフォーマンスを発揮するとされてきた（Dhanaraj and Parkhe, 2004; Tsai, 2001; 

Zaheer and Bell, 2005）。 
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本研究の成果はこうした既存研究の知見を支持すると同時に、Qualcomm のような有力なコ

ア部品サプライヤーは単に個々の技術についての知識移転を促すだけでなく、アーキテクチャ

知識のような複雑な知識の移転を促進することを示唆している。ここでの分析では、Qualcomm

のような有力なコア部品サプライヤーが、「通信サービス、技術課題およびプラン」と「通信

手順」を中心に技術間をつなぐアーキテクチャ知識について、後発携帯電話端末メーカーや他

のコア部品サプライヤーへの知識のスピルオーバーを促していた。こうした有力なコア部品サ

プライヤーの必須特許を手掛かりに、他のコア部品サプライヤーとその半導体を用いる後発の

携帯電話端末メーカーは、標準技術を実装し製品化するうえで必要な知識を獲得するようにな

ったと考えられる。Qualcomm のようなハブが技術の主導権を獲得できたのは、コア部品サプラ

イヤーであったからというよりは、こうした事情による。 

一方で、Qualcomm のようなコア部品サプライヤーは、既存システム・メーカーから他のコ

ア部品サプライヤーや後発システム・メーカーへの知識の流れを促すネットワークを形作りな

がら、ハブとしてのネットワーク上のポジションを築いていた。その結果として、後発企業へ

の知識の移転をもたらすネットワークが構築され、技術の主導権は移り変わっている。こうし

た結果は、知識移転による各企業の能力獲得とともに企業間ネットワークが形成されるなかで

（Kogut, 2000）、技術の主導権がダイナミックに変動することを意味している。そのなかで企業

が技術の主導権を維持・確保できるかどうかについては、別途、その企業の知識のハブとして

の能力獲得や戦略を問うていく必要があるだろう。 

 

7. 結論 

  本研究は、Nokia などの既存の有力システム・メーカーから後発携帯電話端末メーカーにコア

部品サプライヤーを通じた知識のスピルオーバーが発生したプロセスを明らかにした。既存の

有力システム・メーカーにより標準化された知識（技術規格書）に対し、Qualcomm のような特定のコア

部品サプライヤーが必須特許を宣言している。こうした必須特許が、さらに後発携帯電話端末メー

カーと他のコア部品サプライヤーに活用され、これらの企業によって独自特許が申請されるよ

うになっている。これらのプロセスは、Qualcomm のような特定のコア部品サプライヤーが大きなブリッ

ジもしくはハブとなり、知識移転のネットワークが形成されてきたことを示している。 

  従来の研究では、特許化による技術の専有に企業の優位の源泉を見出し（ Pisano, 2006; 

Teece,1986; 2006)、そうした技術の専有と標準化による技術の公開とのトレードオフが検討されてきた

（e.g., Blind and Thumm, 2004; West, 2003）。しかしながら、以上の結果は、技術の専有によって企業

の優位を保障するはずの特許化も、標準化と同様に知識のスピルオーバーを促し、イノベータ

ーの台頭を招くことを示している。こうした成果は、個々の技術を専有して保護するために、ある時

点で「何を標準化／特許化すべきか」を問うのではなく、むしろアーキテクチャ知識を保持し主導権を保

持するために、中長期の時間軸に沿って「何を標準化／特許化しないか」を問う必要があることを示唆

していると考えられる。 

  無論、さらに検討を要すべき課題も残されている。まず、知識の移転や能力の構築をより詳

しく検討するには、各企業の特徴や背景とともに、標準化や知財に関する戦略を検討する必要

がある。なぜなら、標準化や特許化に関する傾向（Blind and Thumm, 2004）や知財の蓄積などの
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企業の背景（糸久・安本、2011）によって、戦略やそれにともなう知識の移転や能力の構築の

あり方は異なってくる可能性があるからである。したがって、例えば、数ある企業の中で、なぜ

Qualcomm がハブとなり技術の主導権を得ることになったのかといった課題は、企業間の傾向や背景を

別途比較検討する必要がある。さらに、標準に関わる仕様、特許、および実装に関わる知識との

関係をはじめ、企業の知識の構造はまだ十分に確認されていない。標準に関わる仕様や特許は、

どこまで実装に関わる知識を反映しているのだろうか。こうした課題は、今後データ分析とと

もに、インタビュー調査を通じて検証する必要がある。 

 こうした課題はあるにせよ、本研究の成果は、知識の流れに関わるネットワークを手掛かりに、技

術の主導権及び企業間分業に関する検討を発展させられることを示している。垂直統合から水

平分業へといった産業構造の変化に注目し、コア部品サプライヤーの事業戦略やビジネス・モ

デルが、いかに上手く機能しているのかを示す研究は少なくない。これに対し、以上の成果は、

知識（能力）の獲得・保持の面から、標準化によりオープン化が進むなかで、システム・メー

カーやコア部品サプライヤーをはじめとする企業が、それぞれ、どのような知識をどのように

獲得、蓄積、保持（保護）すべきかについて、一定の示唆を提供していると考えられる。 

標準化が進んでいる状況では、システム・メーカーは、外部のコア部品サプライヤーによっ

て技術の主導権を奪われる可能性がある。標準化によりアーキテクチャに関わる知識がオープン化さ

れている状況において、技術の主導権を構築し維持するためには、標準の仕様、必須特許、独自特許、

およびそれ以外のノウハウ的な実装のための知識にわたる、多面的なアーキテクチャ知識の管理を考

える必要がある。こうした課題について、知識の移転と蓄積を促すネットワークについて明らか

にし、企業間分業における知識管理の議論を拡張できたことは、本研究の貢献と言えるだろう。 
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 Samsung 

2G 

Samsung 

3G 

LG 

2G 

LG 

3G 

Apple 

2G 

Apple 

3G 

Huawei 

2G 

Huawei 

3G 

Density 0.01 0.051 0.038 0.037 0.01 0.096 0.019 0.118 

Standard 

Deviation 
0.097 0.221 0.191 0.188 0.097 0.294 0.137 0.322 

Average 

Degree 
0.133 0.824 0.533 0.588 0.133 1.529 0.267 1.882 

注）これらの値は、技術規格書と必須特許の対応関係を UCInet の“One Mode”と“Binary”で変換して求めたも

のである。 

                                                               出所：筆者作成。 
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図 A. 後発携帯電話メーカーにおける技術規格書間の密度    

 

表 A．Nokia、Ericsson、Motorola と後発携帯電話端末メーカー、コア部品サプライヤーにおける技術規

格書間の密度 

  Nokia 
Ericss

on  

Motoro

la  

Samsu

ng  
LG Apple 

Huawe

i  

Texas 

Instru

ments 

Free

scal

e 

Infin

eon 

Qualco

mm  

Density 0.212 0.05 0.194 0.016 0.018 0.038 0.038 0.002 0 0 0.208 

Standard 

Deviation 
0.409 0.219 0.395 0.126 0.133 0.192 0.192 0.045 0 0 0.406 

Average 

Degree 
6.563 1.563 6 0.5 0.563 1.188 1.188 0.063 0 0 6.438 

注）これらの値は、2G GSM と３G UMTS の技術規格書と必須特許（アメリカとヨーロッパのみ）の関係を UCInet の“One 
Mode”と“Binary”で変換して計算したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 B．Nokia、Ericsson、Motorola と後発携帯電話端末メーカー、コア部品サプライヤーにおける技術規

格書の各シリーズの中心値 

技術規格書の

シリーズ番号 

Erics

son 

Motoro

la 

Nokia Apple Hua

wei 

LG Sams

ung 

Qualco

mm 

Freesca

le 

Infin

eon 

Texas  

Insruments

21 0 12093 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

22 9 451 313 21 5 0 0 7482 0 0 0 

23 705 1672 7756 273 505 18 206 20433 0 3 0 

24 181 780 3230 13 100 8 39 16278 0 2 0 

25 900 7942 3742 687 145 4337 5951 97711 0 29 408 

26 123 672 4830 392 7 0 6 13937 0 0 0 

27 0 0 76 0 0 0 0 0 0 0 0 

28 32 68 4 0 0 0 0 12 0 0 0 

29 217 120 2255 10 154 0 6 3152 0 0 0 

30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

31 6 344 0 3 0 0 0 80 0 0 0 

32 67 0 1463 0 60 0 2 552 0 0 0 
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33 34 330 1452 29 114 0 7 798 0 0 0 

34 0 0 48 0 0 0 8 60 0 0 0 

35 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 

36 3692 20086 4851 5976 790 6997 3358 40646 736 20 605 

37 6 0 0 2 0 2 0 16 0 0 0 

55 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 21 344 0 0 54 21 150 0 0 0 

13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

41_01 68 12029 306 6 0 24 0 988 0 0 0 

42_02 0 202 475 6 4 0 0 13754 0 0 0 

43_03 44 382 706 0 29 30 0 866 0 0 0 

44_04 529 611 2051 6 46 0 0 12506 0 0 0 

45_05 73 723 1030 0 4 48 2 6425 0 0 0 

46_06 0 575 257 0 0 27 0 1344 0 0 0 

47_07 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

48_08 0 29 564 0 12 0 0 3519 0 0 0 

49_09 0 0 24 0 0 0 0 2352 0 0 0 

50_10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

51_11 0 162 32 0 0 0 0 24 0 0 0 

52_12 0 0 20 0 0 0 0 0 0 0 0 

注）ここでの技術規格書の中心値の計算では、まず企業の必須特許の宣言による技術規格書間の対応関係のデータを UCInet
で One Mode に変換した。次は、UCInet の“Network / Centrality and Power / Degree (Old)”を使用して計算した。 

 

表 C．企業の 2G GSM と 3G UMTS の技術規格書の策定件数 

 
                                                    出所：Shiu and Yasumoto (2015). 
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                                             出所：Shiu and Yasumoto (2015). 

              図 C．2G GSM と 3G UMTS 技術規格書の改訂件数の推移 

 

   

                                                              出所：筆者作成。 

 

図 D. Qualcomm における技術規格書間のネットワーク39 

 

 

 

 

表 D. 必須特許を介した技術規格書と独自特許との関係の推移（知識の流れ①と知識の流れ②に

おける中心値の推移） 

                                                       
39 これらの値は技術規格書と必須特許の元データを UCInet の“One mode”と“Binary”で変換して計算したものである。

Qualcomm 2G の“density”、“standard deviation”、“average degree”はそれぞれ 0.238、0.426、3.333 であり、Qualcomm 3G の“density”、
“standard deviation”、“average degree”はそれぞれ 0.228、0.42、3.647 である。 
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                                                                         出所：筆者作成。 

 

知識の流れ① 

（技術規格書と必須特許の間のネットワークにおける各企業の中心値） 

  1990-1997 1990-2000 1990-2003 1990-2006 1990-2009 1990-2012

Ericsson 249 292 425 523 730 

Interdigital 1262 1749 2053 2235 

LG 

Electronics 
3 3 3 19 989 1233 

Motorola 

Mobility 
174 263 851 861 961 2191 

Nokia 118 184 642 1006 1548 1832 

Qualcomm 741 2684 4083 5285 

Samsung  

Electronics   
268 337 531 918 

Others 42 67 295 596 1742 3546 

知識の流れ② 

（必須特許から独自特許への引用ネットワークにおける各企業の中心値） 

Ericsson 251 600 951 1382 1981 

Interdigital 133 253 1024 1709 

LG 

Electronics 
6 6 19 49 2296 3262 

Motorola 

Mobility 
77 107 344 357 470 1560 

Nokia 76 173 635 844 1663 2313 

Qualcomm 2221 3071 5371 6743 

Samsung 

Electronics   
331 391 1031 2271 

Others 94 183 303 588 2371 5253 

注 1）技術規格書と必須特許の関係（知識の流れ①）については、後発携帯電話端末メーカー4 社とコア部品サプライ

ヤー6 社に引用された必須特許に限定した。また、その限定した必須特許と技術規格書との関係をダブルカウンティン

グしないように、対応関係を一回のみを計算した。例えば、必須特許が二回引用されても、該当必須特許と技術規格書

との本来の対応関係のみを計算した。一方、必須特許から独自特許への引用関係（知識の流れ②）については、上記

の必須特許と後発携帯電話端末メーカー4 社とコア部品サプライヤー6 社の独自特許を検討した。 
注 2）知識の流れ①と知識の流れ②の中心値については UCInet の“Network / Centrality and Power / Degree (Old)”を
使用して計算した。 
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*本研究は、2015 年度文部科学省科学研究費・基盤研究（B）および挑戦的萌芽研究（代表者：安本

雅典）による成果の一部である。 


